
建築基準法施行令第八十二条の四第二号建築基準法施行令第八十二条の四第二号建築基準法施行令第八十二条の四第二号建築基準法施行令第八十二条の四第二号

の規定に基づくの規定に基づくの規定に基づくの規定に基づくDs及び及び及び及びFesを算出する方法を算出する方法を算出する方法を算出する方法

第一 Dsを算出する方法

建築物の各階のDsは、柱及びはりの大部分が木造である階にあつては次の表一、柱及びはりの大部分が鉄

骨造である階にあつては次の表二、その他の階にあつては次の表三の数値以上の数値を用いるものとする。

ただし、当該建築物の振動に関する減衰性及び当該階の靭性を適切に評価して算出することができる場合に

おいては、当該算出によることができる。

一

二

昭和五十五年十一月二十七日 

建設省告示第千七百九十二号

改正

昭和六二年一一月一三日建設省告示第一九一七号

平成七年一二月一一日建設省告示第一九九七号

建築基準法施行令(昭和二十五年政令第三百三十八号)第八十二条の四第二号の規定に基づ

き、Ds及びFesを算出する方法を次のように定める。

架

構

の

形

式

(い) (ろ) (は)

架構

の性

状

剛節架構又

はこれに類

する形式の

架構

(い)欄及び

(は)欄に掲

げるもの以

外のもの

各階に生ずる水平力

の大部分を当該階

の筋かいによつて負

担する形式の架構

(一)

架構を構成する部材に生ずる応力に対して割

裂き、せん断破壊等の耐力が急激に低下する

破壊が著しく生じ難いこと等のため、塑性変形

の度が特に高いもの

〇・二五 〇・三 〇・三五

(二)

(一)に掲げるもの以外のもので架構を構成す

る部材に生ずる応力に対して割裂き、せん断

破壊等の耐力が急激に低下する破壊が生じ

難いこと等のため、塑性変形の度が高いもの

〇・三 〇・三五 〇・四

(三)

(一)及び(二)に掲げるもの以外のもので架構

を構成する部材に塑性変形を生じさせる応力

に対して当該部材に割裂き、せん断破壊等が

生じないこと等のため、耐力が急激に低下し

ないもの

〇・三五 〇・四 〇・四五

(四) (一)から(三)までに掲げるもの以外のもの 〇・四 〇・四五 〇・五

架
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三

構

の

形

式

(い) (ろ) (は)

架構

の性

状

剛節架構

又はこれ

に類する

形式の架

構

(い)欄及び

(は)欄に掲

げるもの以

外のもの

圧縮力を負担する筋かいによつ

て水平力を負担する形式の架構

のうち当該筋かいの座屈による

耐力の低下のおそれがあるもの

又はこれに類する形式の架構

(一)

架構を構成する部材に生ずる応力に

対して局部座屈が著しく生じ難いこと

等のため、塑性変形の度が特に高

いもの

〇・二五 〇・三 〇・三五

(二)

(一)に掲げるもの以外のもので架構

を構成する部材に生ずる応力に対し

て局部座屈が生じ難いこと等のた

め、塑性変形の度が高いもの

〇・三 〇・三五 〇・四

(三)

(一)及び(二)に掲げるもの以外のも

ので架構を構成する部材に塑性変

形を生じさせる応力に対して当該部

材に局部座屈が生じないこと等のた

め、耐力が急激に低下しないもの

〇・三五 〇・四 〇・四五

(四)
(一)から(三)までに掲げるもの以外

のもの

〇・四 〇・四五 〇・五

架

構

の

形

式

(い) (ろ) (は)

架構の性状

剛節架橋

又はこれ

に類する

形式の架

構

(い)欄及

び(は)欄
に掲げる

もの以外

のもの

各階に生ずる水

平力の大部分を

当該階の耐力壁

又は筋かいによ

つて負担する形

式の架構

(一)

架構を構成する部材に生ずる

応力に対してせん断破壊等耐

力が急激に低下する破壊が著

しく生じ難いこと等のため、塑性

変形の度が特に高いもの

〇・三 〇・三五 〇・四

(二)

(一)に掲げるもの以外のもので

架構を構成する部材に生ずる

応力に対してせん断破壊等耐

力が急激に低下する破壊が生

じ難いこと等のため、塑性変形

の度が高いもの

〇・三五 〇・四 〇・四五

(三)

(一)及び(二)に掲げるもの以外

のもので架構を構成する部材に

塑性変形を生じさせる応力に対

して当該部材にせん断破壊が

生じないこと等のため、耐力が

急激に低下しないもの

〇・四 〇・四五 〇・五

(四)
(一)から(三)までに掲げるもの

以外のもの

〇・四五 〇・五 〇・五五
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第二 Fesを算出する方法

建築物の各階のFesは、当該階について、建築基準法施行令第八十二条の三第一号の規定による剛性率に

応じた次の表一に掲げるFsの数値に同条第二号の規定による偏心率に応じた次の表二に掲げるFeの数値を

乗じて算出するものとする。ただし、当該階の剛性率及び偏心率の形状特性との関係を適切に評価して算出

することができる場合においては、当該算出によることができる。

一

二

柱及びはりの大部分が鉄骨

鉄筋コンクリート造である階

にあつては、この表の各欄

に掲げる数値から〇・〇五

以内の数値を減じた数値と

することができる。

剛性率 Fsの数値

(一) Rs 0.6の場合 1.0

(二) Rs＜0.6の場合 2.0 Rs／0.6

この表において、Rsは、各階の剛性率を表すものとする。

偏心率 Feの数値

(一) Re 0.15の場合 1.0

(二)
0.15＜Re＜0.3の

場合

(一)と(三)とに掲げる数値を直線的に補

間した数値

(三) Re 0.3の場合 1.5

この表において、Reは、各階の偏心率を表す

ものとする。

附 則附 則附 則附 則

この告示は、昭和五十六年六月一日から施行する。

附 則附 則附 則附 則

(昭和六二年一一月一三日建設省告示第一九一七号)

この告示は、昭和六十二年十一月十六日から施行する。

附 則附 則附 則附 則

(平成七年一二月一一日建設省告示第一九九七号)

この告示は、平成七年十二月二十五日から施行する。

All Rights Reserved, Copyright (C) Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism
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